
参考様式１

　　　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付対象事業別概要

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載する。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、全ての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

(栃木県地区活性化計画)

計　画　主　体　名 計　画　期　間

noson-sinko@pref.tochigi.lg.jp
028-623-2315

栃木県 平成26年度～平成28年度

栃木県農政部農村振興課 028-623-2363 028-623-2337
agriinfo@pref.tochigi.lg.jp

担当課 電話番号
栃木県農政部経営技術課 028-623-2317



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

６　定住等の促進に資する遊休農地の解消（ha) １２７，６７４ha
　計画区域における遊休農地の解消に向けた調査面積（ha）＝計画期間内の計画区
域における遊休農地の実態等の調査対象面積（ha）

　栃木県の農業振興地域における田、畑及び樹園地の面積は１２７，６７４haであり、本計画は、これを対象とした普及啓発活動等の遊休農地対策により耕作放棄地の増
加を抑制しながら定住化を促進する。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出増加率等

事業活用活性化計画目標の設定根拠

【記入要領】

事業活用活性化計画目標 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・事業活用活性化計画目標の項目は農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実施要領の別紙に掲げる項目から選択するものとする。

・事業活用活性化計画目標の記載にあたっては「事業活用活性化計画目標の設定について」により記入すること。



（交付対象事業別概要）

Ⅱ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

事業規模等 実施期間

平成２６～２８年度一式

地区名

栃木県

交付限度額
（千円）

877

活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性

　事業活用活性化計画の目標面積に対して、耕作放棄地の発生・解消状況等に係る
実態調査や農地中間管理機構の利用意向調査等を踏まえた研修会の開催等の普
及啓発活動及び「ビジネススクール」等による農業者の経営スキルの向上、加工、販
売等の経営の多角化・法人化に向けた研修会・経営相談会の開催を実施することに
より、県内の各地域における耕作放棄地解消に向けた取組が推進され、農地の有効
利用及び地域振興を図ることで、活性化計画目標に掲げる定住人口が促進される。

交付額
算定交付率

１／２

交付金要望額
（千円）

877

全体事業費
（千円）

1,754

事業内容

遊休農地の解消、
発生防止に向けた
普及啓発活動

事業メニュー
名

遊休農地解消支援

事業実施主体

栃木県

1,754 877 　 877

【記入要領】
・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。
・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容の欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性について併せて記載すること。
・事業メニューには、実施要領の別表の事業メニュー名を記入すること。
・地区名には、事業の実施地区名を記入すること。
・事業内容は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。
・事業規模は、施設毎の棟数と床面積、農道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。
・実施期間は、原則として３年以内とすること。
・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。
【添付資料】
　（別添）融資主体型支援助成対象者調書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計



Ⅲ　他の施策との連携に関する事項
（交付対象事業別概要）

事業メニュー名

【記入要領】

②連携する施策名には、実施要綱第11条に掲げる施策名を記載すること。

③事業メニューには、実施要領の別表１の事業メニュー名を記載すること。

④地区名には、事業の実施地区名を記入すること。

⑤必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

①交付対象となる事業のうち、実施要綱第11条に掲げる施策と連携して実施する事業にあっては、連携施策名、連携施策の内容及び交付対象事業との関連性について記載すること。

連携する施策名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等



Ⅳ　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金年度別事業実施計画

生産製造
連携計画

再生可能エ
ネルギー供
給施設整備

離島振興
計画

輸出促進条
件整備

耕作放棄地
の解消対策

地域再生
計画

総合化事業
計画

定住自立圏
共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ

事業別内容 内　訳 H26 栃木県 90000 栃木県 90000 2 1 全域 栃木県 48 遊休農地解消支援 1
遊休農地の解消、発生防
止に向けた普及啓発活動

H26 ～ H28 栃木県

2 ～

3 ～

4 ～

5 ～

6 ～

7 ～

8 ～

9 ～

10 ～

11 ～

12 ～

13 ～

14 ～

合計（Ｆ） H26 栃木県 90000 栃木県 90000 999 H28 H26 ～ H28

事業活用活性化計画目標等 H26 栃木県 90000 栃木県 90000 1001 1 127,674

1002

1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） H26 栃木県 90000 栃木県 90000 2001

②ハード事業 1 2002

創意工夫発揮事業 1 2003

附帯事業 1 2004

③ソフト事業 H26 栃木県 90000 栃木県 90000 2 2005

創意工夫発揮事業 2 2006

④市町村等附帯事務費 1 2007

⑤都道府県附帯事務費 1 2008

総合計（①＋④＋⑤） 1 2009

 　うちハード事業（②＋④＋⑤） 1 2010

 　うちソフト事業（③） 2 2011

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード） 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

××県 事業費（ハード） 1

都道府県附帯事務費 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

地区名

地域指定状況

計画期間
最終年度

事業活用活性化
計画目標

山村
振興

過疎
地域

特定
農山
村

半島
振興

計画
の

提出
年度

新規
・

変更
の

区別

新規
「１」
変更
「２」

都道府県 計画主体 ハード
・

ソフト
事業
の

区別
ハード
「１」
ソフト
「２」

増減
率等

名称
コード

（地方公共
団体コード
番号（総務

省））

名称
コード

（地方公共
団体コード
番号（総務

省））

計画
番号

事　業
メニュー
番　号

事業メニュー名
要件
類別
番号

事業内容
及び

事業量

他の施策との連携 全　　体　　計　　画

整理
コード

市町村名

連携施策は
「１」を記載

連携施策は
「１」を記載

連携施策は
「１」を記載

連携施策は
「１」を記載

連携施策は
「１」を記載

離島
振興

豪雪
地帯

急傾
斜地

沖縄
奄美
群島

目標
番号

連携施策は
「１」を記載

連携施策は
「１」を記載

連携施策は
「１」を記載

実施期間 事業実施主体



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

1,754,000 877,000 １／２ 877,000
遊休農地の解消、発生防止
に向けた普及啓発活動 554,000 277,000 277,000 - - 32 277,000 該当なし 780,000 390,000 1,200,000 600,000 600,000 300,000 600,000 300,000

1,754,000 877,000 877,000 0 0 554,000 277,000 277,000 - - 32 277,000 該当なし 780,000 390,000 1,200,000 600,000 600,000 300,000 600,000 300,000

1,754,000 877,000 877,000 0 0 554,000 277,000 277,000 - - 277,000 該当なし 780,000 390,000 1,200,000 600,000 600,000 300,000 600,000 300,000

1,754,000 877,000 877,000 0 0 554,000 277,000 277,000 - - 277,000 該当なし 780,000 390,000 1,200,000 600,000 600,000 300,000 600,000 300,000

1,754,000 877,000 877,000 0 0 554,000 277,000 277,000 - - 277,000 該当なし 780,000 390,000 1,200,000 600,000 600,000 300,000 600,000 300,000

1,754,000 877,000 877,000 0 0 554,000 277,000 277,000 - - 277,000 該当なし 780,000 390,000 1,200,000 600,000 600,000 300,000 600,000 300,000

備　　　考
事　業　費事　業　費

前　年　度　ま　で 本　年　度

交付額
算　定
交付率

（Ｂ）

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

交付金額

(Ｄ)

事業内容
及び

事業量

本年度までの累計 翌年度以降（予定）

平成○年度

交付金額 事　業　費 交付金額 事　業　費 交付金額 事　業　費 交付金額

事業費
交付金額

(千円未満切捨）

都道府県費
仕入れに係る
消費税相当額

平成28年度 平成○年度

事　業　費 交付金額 事　業　費

交付金額

翌年度以降の累計 平成27年度

市町村費 そ　の　他

年度末
進捗率

(Ｅ)

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

全体事業費

（Ａ）

交付金額

(千円未満切捨）


